農業委員会における地域計画の策定の取り組みについて


令和６年４月５日
（一社）全国農業会議所

農業委員会として地域計画の策定を推進する２つの意義
１　地域の農地を将来にわたって守り活かすために取り組みます
　農業者の高齢化や後継者の不足・不在により多くの地域で耕作されない農地が増加することが懸念されています。予期せぬリタイアも各地で増えており、農地を農地として守り活かすため、「将来、誰が耕作するのか」は今考えなければならない喫緊の課題となっています。
　地域計画を策定する最大の目的も「将来、誰が耕作するのか」を決めることにあります。食料安全保障の観点から農地の総量確保と適正利用に向けた取り組みが重要視される中で、10年後の耕作者を予定する“目標地図”は、農業者の減少に備えた“農地の確保・利用の構想図”と言えるものです。
　また、農業者数は今後さらに減少することが見込まれており、農作業を省力化するスマート農業の活用等も視野に入れて、農地の集積・集約化などによって経営しやすい環境を整えることも急務となっています。
一方で、これまでと同じような耕作が難しい農地では、粗放的な利用による維持・保全を考えなければなりません。目標地図の作成にあたってはこうした点も踏まえることが必要となります。

２　現場の意向が反映された計画となるために取り組みます
　地域計画の策定主体は市町村ですが、市町村だけでは、現場実態に合った地域計画は作れません。農業者の思いや希望を反映し、実態に合った地域計画とするためには、農業委員会をはじめとした地域の関係者が一丸となって策定に取り組むことが必要です。「地域の農業の将来を自分たちで考える」ことが地域計画の取り組みのポイントです。
特に、農業者の公的代表である農業委員会は、日ごろより農地や農業者を見守っています。加えて、ほとんどの農業委員と農地利用最適化推進委員は自身も農業者であり、誰よりも地域の農業や農業者のことを理解しています。
そのため、農業委員会には行政と現場の架け橋となって、現場の実態や意向を、計画に反映させる役割が期待されています。
地域計画のポイント

〇　地域計画は地域の農業者全員が主役となる計画です
　これまでの人・農地プランでは認定農業者等の担い手を位置付けていましたが、地域計画では新たに「兼業農家」や「農作業受託者・組織」を位置付けることができます。従来よりも多くの者が関係する計画となり、地域の実態が反映しやすくなりました。

〇　農地所有者の理解が必要な取り組みです
　将来の地域の農地利用を考える取り組みのため、農地所有者（地主）の理解と協力を得ることが必要です。所有者には別途説明会を開催する等して、理解を求めることも考えましょう。

〇　農業委員会は「目標地図の素案作成」と「地域の話し合いへの参加」が役割です
　地域計画の策定において、農業委員会は「目標地図の素案作成」と「地域の話し合いへの参加」が求められる役割です。市町村と協力しながら、この２つことを確実に実施していきましょう。
※市町村の状況によって役割が異なる場合があります。

〇　無理にまとめようとする必要はありません
　目標地図の作成に当たっては、耕作者と所有者の意向が合わない、耕作者間で利用希望が重複する、借受希望者がいない等の調整が必要な場合があります。こうした調整がすぐに付かない場合は、無理にまとめるのではなく、「今後検討等」とすることができます。

〇　地域計画や目標地図は目的ではなく手段です
　地域計画や目標地図は完成までに多くの作業を要しますが、策定するのが目的とならないように気を付けなければなりません。地域の農業がより良い形で続いていくための手段であるということを忘れないようにしましょう。




１．地域計画策定の流れ
※必ずしもこの流れや役割分担と同じである必要はありません。
　　　　市町村の状況等に応じて取り組んでください。
主に取り組む組織


農業委員会
市町村
市町村や関係機関・団体の協議

　１　その他関係機関・団体


　　　　　策定のスケジュールや各機関の役割分担等を検討します
農業委員会
現在の所有者・耕作者の把握（現況地図の作成）

　２　市町村


　　　　　農地台帳の情報等を活用しながら現在の所有者と耕作者を把握します
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（耕作者については可能な限り）農業委員会
利用意向等の情報収集

　３　　　　　　　　　市町村


　　　　　アンケートや聴き取り等により、所有者や耕作者の意向を確認します
※これまでの調査を利用することもできます
農業委員会

　４　市町村
目標地図の素案作成


　　　　　現況地図に所有者や耕作者の意向（把握している範囲の情報で可）を反映した地図を作成します
地域の話し合い
農業委員会
市町村

　５　その他関係機関・団体


　　　　　目標地図の素案や地域計画案等について話し合います
市町村や関係機関・団体の協議

　６　その他関係機関・団体
農業委員会
市町村


　　　　　話し合い等を踏まえて、策定に向けた最終の協議をします
地域計画の公表（完成）

　７　市町村


　　　　　公告・縦覧（２週間）の後、ホームページ等で公表します


２．農業委員会に求められる取り組み
　　　※必ずしもこの通り取り組む必要はありません。
市町村の状況等に応じて取り組んでください。

１　体制づくり（市町村を中心とした連携体制）
　〇　地域計画の策定を円滑に進めるためには、関係機関が一丸となって取り組みを進めることが重要です。市町村を中心とした農業委員会、ＪＡ、土地改良区、農地中間管理機構、都道府県（出先機関等を含む）等との連携体制を築きましょう。
　〇　農業委員会は、目標地図の素案を作成する役割を担っており、市町村とは定期的に情報交換するなどして、よく連携しましょう。
　〇　意向把握や地域の話し合いの際には、区長や農家組合長等の地域の代表者等のキーマンにも協力してもらいましょう。
　〇　こうした連携体制の整備・強化については、農業委員会として「農地等利用最適化推進施策の改善に関する意見」の提出（農業委員会法第38条）により市町村に働きかけることも必要です。

（目指したい取り組み体制のイメージ）市町村の担当部局（地域計画の策定主体）





意向把握や地域の
話し合いでの協力
専門分野の知見に
基づく意見
現場の意向等を
伝える



地域の代表者
（まとめ役）
〇区長
〇農家組合長
〇自治会長　等
農業委員会
（一番の協力者）


関係機関・団体
（各分野の専門機関）
〇ＪＡ　〇土地改良区　〇農地中間管理機構　〇都道府県・普及センター等
地域の意向を踏まえた計画の策定




地域主体となるよう働きかけ



意向把握等で現場の状況・意向を把握
営農、基盤整備等の各分野をフォロー
意向把握や話し合いへの協力の呼びかけ





地域の農業者（地域計画に位置付けられる主人公）と農地所有者

（農業委員会が築きたい関係）
【市町村の担当部局とは】
　〇　地域計画や目標地図（素案）の策定に関する、農業委員会事務局との日常的な意見交換
　〇　農業委員や推進委員との定期的な意見交換や情報提供
（例：農業委員会の総会や研修会の場を活用した委員と市町村の意見交換等）

【関係機関・団体とは】
　ＪＡ、土地改良区、農地中間管理機構、都道府県（出先機関）　等
〇　関係者間の協議や地域の話し合いに参加してもらい、それぞれの
知見（作物や水利用など）に基づく意見をもらう
〇　各機関が把握する将来の利用意向や現況地図に関する情報提供

【地域の代表者とは】
　〇　担当地区の農業委員・推進委員との定期的な情報交換
　〇　地域計画（目標地図）策定に当たっての助言及び情報提供

【その他の関係者とは】
　＜農業者の組織＞
農業再生協議会、中山間地域等直接支払制度・多面的機能支払制度等の受皿組織、遊休農地の再生協議会　等
　〇　地域計画（目標地図）の策定に当たっての意見交換や情報提供
　〇　農業者の組織が将来の利用意向の把握や耕作予定の地図を作成している場合等には情報提供や協力を依頼

　＜農業者以外の組織＞
非農業者の住民、移住者、消費者団体　等
　〇　地域に農業者がいない等の理由で新たな農地利用を考える際等には意見交換を行うほか、場合によっては地域の話し合いに参加を求める

　　市町村や都道府県の移住担当部局や支援組織
　〇　担い手が不足する地域では、移住者による農地利用も考えられるため、移住担当部局とも情報交換しておくことが望ましい



２　目標地図の素案作成
（１）求められる目標地図の素案とは
　農業者の高齢化や人口減少が進む中で、目標地図として、地域内の農地一筆ごとに10年先の耕作者を当てはめていくことは容易ではありませんが、少なくとも農業委員会の目標地図の素案作成の基本的な考え方として、次のような内容の目標地図（素案）を目指して取り組みを進める必要があります。
　まず、農業委員会で管理する農地台帳を基にした「地域内の一筆ごとの農地の所有者・耕作者のデータ」と「農地利用の状況（遊休化しているかどうか）」を地図上に表記した農地利用の現況地図の作成です。
そして、この現況地図をベースにして、農地利用の意向調査や農業委員会で把握している情報（貸し付け・現状維持・借り受け等の意向）を反映して目標地図（素案）とすることです。
なお、目標地図の素案は、その後の話し合いのベースとなりますので、どのような素案を作るのかということは、事前に市町村の担当部局と決めておくことが必要です。

（２）目標地図の素案作成の流れ
　　①　市町村の担当部局と作成する目標地図の範囲等を決める
　　↓
②　区域内の農地の所有者・耕作者と利用状況の把握
↓　（現況地図の作成）
　　③　情報収集（農地所有者・耕作者の意向把握等）
　　↓　　
　　④　現況地図に収集した情報を反映（目標地図の素案の完成）

　①　市町村の担当部局と作成する目標地図の範囲等を決める
　　〇　目標地図の範囲、素案作成のスケジュール及び作成方法等について、市町村の担当部局等と事前に話し合います。
　　〇　市町村や関係機関・団体が持っている情報で、素案作成に役立つものは提供するよう依頼します。

②　区域内の農地の所有者・耕作者の把握（現況地図の作成）
〇　農地台帳の権利設定者の情報等から所有者・耕作者を確認します。
〇　誰が耕作しているか分からない場合は担当地区の委員や近隣の農業者等に確認します。
　　〇　それでも分からない場合はＪＡや土地改良区等の関係機関に確認します。

③　情報収集（農地所有者・耕作者の意向把握等）
　　〇　アンケート調査等により将来の利用意向等を確認します。
※過去に行った調査を活用することもできます。
　　〇　不在地主に対しても郵送や電話等によりできるだけ意向を
聴き取ります。
こうした情報を把握するために、農業委員と推進委員は担当地区等において日常的に「農地の見回り」や「農家への声掛け」等を行っています。委員が把握した情報は「活動記録簿」に記載することで、他の委員や事務局に伝わり、地域農業の将来を考えるための大事な“生きた情報”となります。

その他、目標地図の素案を作成する際に活用できる情報
（意向把握調査以外にも活用できる情報があります）
　　ア　人・農地プランのときに実施した調査の結果
（市町村が実施した調査であっても活用できます）
　　イ　農業委員会がこれまでに把握した意向
　　　　　・委員の日常的な活動で把握した意向（活動記録簿の情報）
　　　　　・白紙委任を受けている農地　等
　　ウ　利用状況調査・利用意向調査の結果
　　エ　補助事業等の対象地となっていて利用意向が明らかな農地
　　　　　・中山間地域等直接支払交付金
　　　　　・多面的機能支払交付金
　　オ　水田台帳や基盤整備事業の予定図・実施図等の情報
　　　　（Ｑ19を参照（Ｐ31））

　④　現況地図に収集した情報を反映（目標地図の素案の完成）
　　〇　②の現況地図に③の情報を加えて、目標地図の素案を作成します。
　　〇　目標地図の素案および目標地図は農業委員会サポートシステム以外でも作成できます。

（３）現況地図、目標地図の素案、目標地図のイメージ
（京都府京丹波町農業委員会の作成資料をもとに作成）

[image: ][image: ]【現況地図】　耕作者ごとに色分けした現況地図

【目標地図の素案】　現況地図に耕作者の利用意向を反映した地図
[image: ]　（粗々の素案）

※目標地図の素案はこの方法に限りません。
　市町村とも相談してどのような素案を作成するか決めましょう。

【目標地図】　話し合いを行い、決定した目標地図
（≒ほぼほぼの素案）
パターン１　一部農地を集約化した目標地図
①　利用意向を踏まえ一部農地を担い手に集約化
[image: ]　　　　　　②　中山間・多面交付金等の守るべき農地も色付け

パターン２　集約化を進めた目標地図
①　できる限り担い手への集積・集約化を推進
　　　　　　②　利用意向が不明の農地は白色のまま表示[image: ]
パターン３　現状維持を優先した目標地図
①　現況地図をベースに一部のみ調整結果を反映
　　　　　　②　現況地図≒目標地図[image: ]




最低限の目標地図の素案とは・・・
　目標地図の素案の在り方は、市町村の担当部局等と事前に話し合って決めることが大切ですが、農業委員会としては次の２つの作業をすることで素案を作成できます。
　①　農地台帳の情報を使って現況地図を作成します
　②　農業委員会が把握する利用意向等を現況地図に反映します
　　　※「意向把握調査（アンケート調査）」は必須ではありません。
　　　※素案を作るために「地域の話し合い」は必須ではありません。

もう少し手間をかけることで、目標地図の素案の精度を高めることができます。
　①　現況地図の作成では・・
　　〇　担当地区の委員に農地一筆ごとの所有者と耕作者を確認してもらいます。
　　〇　市町村の持つ水田台帳の情報も反映します。
　②　利用意向等の反映では・・
　　〇　委員が把握している意向を活用します。
〇　人・農地プランの際の調査結果等を活用します。
〇　これから10年後の意向等の不足する点のみ調査します。


　地域の状況によって作る目標地図の素案は異なりますので、次のページ以降の地域状況別に考えられる素案の在り方を参考にしてください。
　また、担い手の状況によって次のような対応を考えることもできます。
　①　担い手がいる地域
　　〇　現況地図に知り得る意向を反映する。
　　〇　所有者や耕作者に対しては、地域で農地利用の在り方を話し合うことを了承してもらう。
　　〇　話し合いでは、担い手の利用意向と所有者の意向のすり合わせ等を検討する。
　②　担い手がいない地域
　　〇　現況地図に知り得る意向を反映する。
　　〇　担い手がいないので、原則、意向がそのまま素案となる。
　　〇　話し合いでは、耕作者が見つからない農地をどのように使って　いくか等を検討する。


（参考）目標地図の素案作成のヒント

（具体的な取り組み）
　第１に農地利用の現況地図として、①所有者については、相続未登記農地の発生及び相続等による農地所有者の不在村化の状況を踏まえて、農地法第３条の３による「権利取得の届け出」の内容や地区の農業委員・推進委員の情報把握等により、所有者の名義と所在（現住所）を確認しましょう。②耕作者については、原則として、基盤法等による利用権設定等が行われている者（農地法の賃貸借契約、中間管理事業法の中間管理権の設定を含む）が位置付けられ、それ以外は所有者＝耕作者となります。農作業受委託契約の有無が分かる場合はその旨を表示しましょう。
　第２として、上記の農地利用の現況地図に、①耕作者の年齢別の色塗りをしたもの、②農地の利用状況調査による遊休農地の色塗りをしたもの、③認定農業者等の担い手が耕作及び農作業受託している農地の色塗りをしたもの―を準備します。
　第３として、農用地の利用意向調査の結果（直近の調査・聞き取り結果がない場合は以前実施した調査結果等を活用）を、①貸し付け希望、②現状維持、③借り受け希望、として地図上に表示します。その際に、貸し付け希望があっても耕作者が見つからない農地が出てきた場合には「今後検討等」として地図に表示し、策定後に農業委員会等で随時調整しながら更新していくことにしましょう。

（地域の実情に即した目標地図（素案）のイメージ）
　地域によって目指すべき将来の農地利用の姿は当然変わってきますので、一律的な農地の集積・集約化の目標地図（素案）になることはありません。それぞれの地域の実情に即した農地の利用・管理の方向を考えることが重要であり、そのための目標地図（素案）の作成が求められます。地域の実情に即した目標地図（素案）のイメージをいくつか例示しますので参考にして下さい。

①　担い手への農地集積が８割以上の実績を上げている地域
ア．複数の認定農業者等の担い手による農地集積がなされている地域の目標地図（素案）は、担い手の今後の利用意向を踏まえた担い手単位の農地の集約化の方向を示すものを基本とし、その上で、担い手への集積が困難な農地については、所有者による現状維持の耕作、多様な農業人材による小規模な農地利用の位置付けを示しましょう。
イ．集落営農の法人化により、一集落一法人として農地集積が行われている地域の目標地図は、集落法人への農地集積の維持を基本とし、それ以外で今後リタイアにより受け入れが必要な農家の農地を集積対象に位置付けましょう。
ウ．なお、すでに地域の全ての農地が担い手に集積・集約がされ耕作されている地域では、現状の維持（今後、担い手の離農が予定される場合は当該経営の農地を集積対象に位置付けたもの）をもって目標地図（素案）にできます。

②　認定農業者等の担い手の減少で農地集積が進まず、荒廃農地が増加する地域
ア．少数だが担い手がいる地域の場合は、少数となっている認定農業者等の担い手の意向や経営改善計画を反映した農地の集積・集約化の方向を基本とし、新たな農地の貸付希望とのマッチングを加味した目標地図（素案）の策定を目指しましょう。
イ．農地の受け手となる担い手がいなく高齢の兼業農家や自給農家が中心の地域の場合は、「地域まるっと中間管理方式」（※）による農地中間管理機構を介した利用権設定と受け皿となる一般社団法人等の組織の設立を目指した目標地図（素案）の策定を目指すことが考えられます。
ウ．優良農地の効率利用と遊休化が危惧される農地の粗放的利用を両立したい地域の場合は、地域の話し合いで農地利用のエリア分けを行い、耕作利用を行うエリアは担い手や集落法人への農地集積・集約化を基本に、農地の保全を図るエリアは放牧等の粗放的な利用を基本とした目標地図（素案）の策定を目指しましょう。

③　農地と宅地が混在又は混在が予想され、商工業中心等の開発志向が強い地域
ア．必要な土地利用のまとまりを確保することで農地や宅地等相互の土地利用の調和を図った上で、農業振興地域の農用地区域を中心に農地の立地条件等を勘案して、担い手への農地集積・集約化と多様な農業人材による農地利用に向けた目標地図（素案）の策定を目指しましょう。
イ．農振白地の集団的農地が相当程度存在する場合は、土地開発部局との地域の土地利用計画等との調整を踏まえた上で、地域の農地の所有者・耕作者の話し合いにより農振白地の農用地区域への編入の方針を含めた目標地図（素案）の作成を目指しましょう。

（※）「地域まるっと中間管理方式」とは
　地域で設立した一般社団法人等に、集落の全農地を、農地中間管理機構を通じて貸し出す方法。離農者が出た時には、農地が農地中間管理機構に戻り、次の担い手に繋げやすいため、地域の農地が分散しにくい等のメリットがある。
（参考：『地域まるっと中間管理方式とは？』可知祐一郎著、全国農業図書R03-25）




農業委員会サポートシステムによる目標地図の素案作成のイメージ
（鳥取県農業会議の作成資料をもとに作成）


①　目標地図（素案）のエリアを設定します

②　耕作者別に色分けします

③　耕作者の年代別に色分けします（模様は貸借の適用法を表示）


④　利用意向により色分けします（青：拡大、赤：縮小、緑：現状維持）
[image: ][image: ]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【粗々の素案】※現況と意向を同時に表示させることもできます

⑤　②～④を踏まえて目標地図の素案を作成します【ほぼほぼの素案】
　　　ア　縮小意向者の農地を拡大意向者に変更

　　　イ　調整がついていないエリアは「今後検討等」として表示


※農業委員会サポートシステムの目標地図作成機能は、農業委員会ユーザー
はもちろん、市町村ユーザーも利用可能です。




３　地域の話し合い
（１）求められる話し合いとは
　　地域における話し合いの方法や進め方は決まっていませんので、最も効果的な話し合いの方法を地域ごとに考えることが必要です。
　　地域の話し合いの目的は大きく２つあります。１つは、これまで市町村や農業委員会で作成してきた、地域計画案や目標地図の素案について意見を交わすことです。地域計画の策定の最終段階の取り組みであり、参加者の意見を丁寧に聴くことが求められます。
もう１つは、地域計画を理解してもらうことです。地域計画が地域の農業の指針として根付くためには、まず地域の農業者が計画を理解することが必要です。
そのため、地域の話し合いでは、地域計画を作り上げることに加え、参加者が計画を理解できるように取り組むことが求められます。
その際の手法としては、市町村などの主催者が地域計画の案を説明する「プレゼンテーション方式」、テーマを設定して参加者で意見を出し合う「ワークショップ方式」の２つの話し合い方法があります。対象者についても、「耕作者のみ」、「所有者のみ」、「どちらも参加」と様々なやり方が考えられます。どれが正解というものではありませんので、市町村の担当部局等と話し合って決めてください。

地域に合った話し合いをしましょう
　プレゼンテーション方式が向いている地域
　　〇　地域計画案や目標地図の素案が完成版に近い形となっている地域
　　〇　地域内に中心となる担い手がいる地域
　　〇　これまでも地域の農業について話し合いをしてきた地域
　ワークショップ方式が向いている地域
　　〇　地域計画案や目標地図の素案の精度を高めたい地域
　　〇　地域内に中心となる担い手がいないまたは十分ではない地域
　　〇　これまで地域の農業について話し合いをしていない地域
　　〇　意見交換をしたいテーマがある地域




（２）地域の話し合いの流れ
　　①　開催日時、場所、参集範囲、協議事項、話し合い方法等の決定
　　↓　　・話し合いの主催等は市町村が担います

　　②　農業者への参加の呼びかけ
　　　　　・市町村と一緒に農業委員会も参加を呼びかけましょう
　　↓　  ・農業委員と推進委員は地元の農業者等に参加を呼びかけましょう
　　　　　・区長や農家組合長等の地域の代表者等のキーマンにも協力してもらいましょう

　　③　話し合いの開催
　　　　　・農業委員・推進委員は担当地区の話し合いに参加しましょう「自分たちの計画」となるように取り組みましょう
地域計画は地域の農業者が主人公となる計画であり、地域の農業者が自分たちの計画だと思えるかが取り組みの成否を分けます。自分たちの計画と思えなければ、どんなに良い計画を立てたとしても、それは「誰かが立てた計画」であり、計画の実行に協力してもらえません。
そして、自分たちの計画だと思ってもらうためには、農業者が計画作りに参加して、自分たちが作った計画と思えるようにすることが必要です。
こうしたことから、地域計画の話し合いは、①多くの農業者や関係者が参加し、②誰もが自由に発言でき、③結論ありきで進めない（話し合いで説明する地域計画（案）を柔軟に変更する姿勢等）――ことが求められます。農地所有者に対しても丁寧に理解と協力を求めることが必要です。

将来像の共有から入ることも効果的です
　地域計画の策定に当たって、まずは地域農業の将来について話し合うという方法もあります。参加者で将来像を共有すると、地域で農業を考える機運が高まり、農地利用についてもイメージがしやすくなります。これまで話し合いをしてこなかった地域や担い手が極端に不足している地域では、この方法により地域全体で農業の将来を考えるようになった等の効果が出ています。

　　将来像を共有してから計画作り（二段階の取り組み）
　　　第一段階　　地域農業の将来像を話し合う
　　　第二段階　　地域の農地利用を話し合う




話し合いと地図の関係について
　地域の話し合いの方法や進め方は地域の実情によりさまざまで正解はありません。また、話し合いの進め方によって、話し合う地図が異なることも想定されますので、参考までに、話し合いのパターンを例示します。

話し合い
（農地）

素案

目標
地図
話し合い１回






　１回の話し合いで目標地図を策定するパターンです。話し合いの前に把握した意向を反映した素案を作成し、話し合いでは成案となるように取り組みます。

話し合い
（農地）

素案前の地図

素案

話し合い
（農業）
話し合い
（農地）

目標
地図
話し合い３回



現況地図






　地域の意向を丁寧に聴きながら素案を作成するパターンです。１回目と２回目の話し合いを基に素案を作成し、３回目に素案を基に話し合いを行います。




（３）農業委員と推進委員に期待される役割
　　農業委員と推進委員は担当区域の話し合いにできるだけ主催者の一員として参加しましょう。また、話し合いが円滑に進むように、何らかの役割を担いましょう。
　　農業委員と推進委員に期待される役割を下の表にまとめていますが、これらすべての役割を農業委員会だけで担うものではありません。市町村や関係機関・団体と役割分担しましょう。

（期待される役割）
	
	役割
	内容

	１
	話し合いへの参加
の呼びかけ
	地元の農業者等に参加を呼びかけ（区長や農家組合長等の地域のまとめ役にも協力してもらいましょう）

	２
	前向きな雰囲気を作る（否定的・悲観的な意見を打ち消す）
	・参加者の発言を促す、前向きな意見に賛同する（うなずく、拍手をする等のちょっとしたことで参加者は話がしやすくなります）
・参加者の否定的な意見に対応する（否定的な意見には「そうならないためにはどうしたらよいと思いますか」等と応えましょう）

	３
	地域計画を策定する意義等を説明
	地域計画を策定する意義等を説明する（地域の農業にとって農地の保全や集約化がいかに重要か理解してもらいましょう）

	４
	情報提供・話題提供
	地域の農地利用の状況を説明する、他の市町村の取り組みを紹介する（全国農業新聞の記事をコピーして配ることも効果的です）

	５
	意向把握調査の結果の説明
	意向把握調査の結果を説明する（市町村全体の傾向などを説明しましょう）

	６
	目標地図の素案の説明
	目標地図の素案を説明する（作成の方法やどんな思いを込めたのか説明しましょう）

	７
	ファシリテーター
（司会進行、意見の集約）
	参加者の意見を引き出しながら、話し合いがまとまるように促す（参加者全員が発言できるようにしましょう）
※適任者がいれば委員がやる必要はありません。


　　色付き部分は、話し合いが円滑に進むようにサポートする役割です。「多くの人に参加してもらう」、「参加者が意見を言いやすくなる」ためには欠かせない大切な役割ですので、できるだけ取り組むようにしてください。
４　地域計画の策定後
　令和７年３月31日は、地域計画の策定期限（ゴール）であると同時に、スタートの時でもあります。地域計画で予定した10年後の農業や農地利用の姿を目指した取り組みが始まります。
　また、地域計画や目標地図をより良くするためには、徐々に調整等をしていく必要があり、話し合い等の取り組みを継続することが求められます。

（１）地域計画の実行
　　〇　地域計画（目標地図）で予定した耕作者への権利設定を進めていきます。
　　〇　令和７年４月以降（又は地域計画策定以降）は基盤法の農用地利用集積計画による権利移動ができなくなりますので、農地中間管理機構の農用地利用集積等促進計画へ誘導していきます。
　　〇　農用地利用集積計画の終期などのタイミングで地権者や耕作者に声をかけましょう。
　　〇　利用調整にあたっては、市町村や農地中間管理機構などと連携して取り組みましょう。

（２）地域計画の見直し
　　〇　地域計画は作って終わりにするのではなく、状況に応じて見直しをすることが大切です。
　　〇　策定に関係した機関・団体などが定期的に集まり、次のような項目を年に一回協議しましょう。
　　　　①　予定した耕作者への権利移動の状況（計画の実施状況）
　　　　②　相続等による所有者の変更の状況
　　　　③　耕作者や所有者の意向変更の状況
　　　　④　権利設定の働きかけの方法や役割分担
　　　　⑤　計画の変更を要する点　等
〇　地域計画の内容を見直したときは、できるだけ地域の農業者に説明するようにしましょう。
（地域計画の変更手続き）
　基盤法の基本要綱により、地域計画を変更する際には、①関係機関への意見聴取、②公告・縦覧（公告の日から２週間）を経ることが必要です。
※短期間のうちに複数の変更が生じた場合等には、複数の変更をまとめて行うこともできます。

３．地域計画に関するＱ＆Ａ
　　　※農業委員会が直面する課題に対して、考えられる対応を整理したものです。必要に応じて参考にしてください。

（目次）

１　地域計画の策定全般
　Ｑ１　すべての農地で10年後の耕作者を特定するのは難しい
　Ｑ２　担い手がいないので地域計画を策定できない
　Ｑ３　中山間の条件不利地域では、担い手への農地集積・集約化に向けた地域計画の策定は困難である
　Ｑ４　農業委員会事務局の負担が大きく、マンパワー不足である
　Ｑ５　人・農地プランのときには農業委員会は策定に関与していなかった。何から取り組んだらよいか分からない
　Ｑ６　策定した地域計画を国や都道府県から修正を求められることはあるのか
　Ｑ７　令和７年３月末までに地域計画を策定しない場合、ペナルティー等はあるのか
　Ｑ８　高齢化や人口減少が進む中で、農地だけでなく宅地や林地も含めて地域全体の土地の利用・管理の将来の姿を描くことが重要ではないか
　Ｑ９　地域計画に入ると農地転用の手続きに時間がかかるため、所有者から外すように言われている

２　市町村や関係機関・団体の協議・連携体制
　Ｑ10　市町村の担当部局から協議の申し出がないので取り組めない
　Ｑ11　ＪＡ等の関係機関・団体の参加を求めても反応がない

３　現在の耕作者の把握（現況地図の作成）
　Ｑ12　ヤミ小作となっている農地はどう対応すればよいのか

４　意向の把握
　Ｑ13　タブレットの操作に不慣れな委員が多く、タブレットを使って意向把握ができない
　Ｑ14　意向把握調査を郵送で実施したが、回収率が伸び悩んでいる
　Ｑ15　不在地主などで意向が確認できない場合はどうすべきか
　Ｑ16　他地域、他市町村から入作している農業者へはどうすべきか

５　目標地図の素案作成
　Ｑ17　農業委員会サポートシステムに最新の情報が入っていないため、同システムでの素案作成が難しい
　Ｑ18　耕作者が多く、素案が作成できない
　Ｑ19　市町村に参考となる地図はあるのか

６　地域の話し合い
　Ｑ20　全集落で話し合いをしなければいけないのか
　Ｑ21　地域の農業者に参加をお願いしても人が集まらない。どうすれば人が集まるようになるのか
　Ｑ22　否定的・悲観的な意見ばかりで、話し合いが盛り上がらない
　Ｑ23　10年後のことを話しましょうと呼びかけても、高齢の農業者は他人事で話し合いに関心をもってもらえない
　Ｑ24　農地所有者にはどのように参加してもらうべきか

７　地域計画の策定後
　Ｑ25　地域計画の策定後に求められる取り組みは何か
　Ｑ26　地域計画の認知度が低いがどうすべきか
　Ｑ27　「今後検討等」として目標地図で白抜きにしている農地はいつまでに調整すべきか
　Ｑ28　地域計画を策定する中で多くの課題が見つかった



１　地域計画の策定全般
（Ｑ１）
　　すべての農地で10年後の耕作者を特定するのは難しい。
（Ａ１）
　　策定期限である令和７年３月末までに、すべての農地で耕作者を特定できなくても問題ありません。調整が取れていない農地は「今後検討等」（目標地図上は白抜き）としておくことができます。こうした農地は調整が取れた段階で、地図を描きかえて耕作者を特定しましょう。地域計画は状況に応じて、柔軟に見直しをしていく計画です。策定期限の令和７年３月末は最終的なゴールではなく、「最初のゴール」と考えることが求められます。


（Ｑ２）
　　担い手がいないので地域計画を策定できない。
（Ａ２）
　　地域計画に位置付けられるのは担い手だけではありません。将来も耕作する意向があれば兼業農家や農作業受託組織も計画に位置付けることができます。
　　また、耕作者が不足している地域では、地域の外から耕作者を呼び込むことについても話し合いをしましょう。どのように地域外から耕作者を受け入れていくか、まずは地域の意向を固めることが大切です。
　　受け入れの意向が決まったら、地域の実情に応じて地域計画の中に「地域外の担い手（入作）推奨エリア」「新規就農推奨エリア」などとエリア設定をすることもできます。エリア設定をすることで、求める人や活用できる農地などが明らかになり、地域の外から人を呼び込みやすくなります。（地域外の耕作者候補）
地域外の担い手、新規就農者、参入企業、移住者　等
（話し合いで決めたいこと）
　　誰を呼ぶか、対象の農地、地域として支援すること（水路管理、畔草刈り、新規就農者への機械の貸し出し）等


「担い手」と「農業を担う者」について
　担い手は食料・農業・農村基本法の中で「効率的かつ安定的な農業経営」と定義されています。また、食料・農業・農村基本計画では「主たる従事者が他産業従事者と同等の年間労働時間で地域における他産業従事者とそん色ない水準の生涯所得を確保し得る経営になっている経営及び目指している経営」とされています。実現している経営だけでなく、目指している経営も担い手と定義できますので、地域計画の策定に当たっては「今いる担い手」だけでなく、「これからなろうとしている担い手」も考慮をすることが求められます。
　また、地域計画では担い手だけでなく「農業を担う者」として、「多様な経営体（継続的に農用地利用を行う中小規模の経営体、農業を副業的に営む経営体等）」と「委託を受けて農作業を行う者」も位置付けられるようになっています。


（Ｑ３）
　　中山間の条件不利地域では、担い手への農地集積・集約化に向けた地域計画の策定は困難である。
（Ａ３）
　　農地の集積・集約化が難しい地域や中山間地域であっても、地域の農地を残していくため、地域計画を策定することももちろんできます。残念ながら10年後の耕作者が見込めない場合には、地域外の担い手を呼び込むことに加えて、当面しばらくの間は労力やコストをかけずに農地を粗放的に利用することも検討しましょう。
地域の中で、守るべき農地（地域計画内の農地）と従来のやり方では維持管理が難しい農地（粗放的に利用する農地）を明確にすることで、それぞれの特性に応じた農地利用が行えるため、農業委員会としては守るべき農地を維持する取り組みに注力できます。
粗放的な利用をする場合には、改正農山漁村活性化法による「活性化計画」を策定するなどして、国の事業「最適土地利用総合対策（農山漁村振興交付金）」を活用することができます。（農地の粗放的な利用の例）
　　燃料作物、緑肥作物、景観作物、蜜源作物、放牧、鳥獣緩衝帯、ビオトープ　等
（活用できる事業）
　最適土地利用総合対策（農山漁村振興交付金）により、土地利用構想図の作成、農用地保全の活動経費、基盤整備・施設整備等に支援が受けられます。　※農業委員会が事業実施主体となることもできます。
（活用例）
　　北海道雄武町（韃靼そば）、富山県立山町（カモミール）、大分県豊後高田市（オリーブ）、鹿児島県枕崎市（蜜源作物としてのレンゲ・菜の花）　等




（Ｑ４）
　　農業委員会事務局の負担が大きく、マンパワー不足である。
（Ａ４）
　　地域計画の策定には「農地利用最適化交付金」と「地域計画策定推進緊急対策事業」を活用することができます。農地利用最適化交付金では、意向把握調査や目標地図の素案作成にかかる経費だけでなく、臨時職員の雇用や業務委託も可能です。
　　また、話し合いが多く開催されるためにマンパワー不足となる場合は、以下の取り組みを参考にしてください。
①　市町村と関係機関で推進協議会を作り、ＪＡの担当者も事務局
として参加している
②　農業委員会の会長や話が得意な委員が話し合いの中で、意見の
取りまとめ役や目標地図の素案説明などの役割を担っている
③　話し合いの台本（原稿）を事前に作り、誰でも事務局の役割を担
えるようにしている

（Ｑ５）
　　人・農地プランのときには農業委員会は策定に関与していなかった。何から取り組んだらよいか分からない。
（Ａ５）
　　市町村の担当部局と協議を行い、農業委員会の役割等を確認しましょう。
具体的な取り組みとしては、まずは現況地図を作成しましょう。農地台帳の情報などを基にして現況地図を作成したら、農業委員会で把握している意向を反映して目標地図の素案を作成しましょう。

（Ｑ６）
　　策定した地域計画を国や都道府県から修正を求められることはあるのか。
（Ａ６）
　　地域の合意に基づいて策定された地域計画については修正等を求められることはありません。

（Ｑ７）
　　令和７年３月末までに地域計画を策定しない場合、ペナルティー等はあるのか。
（Ａ７）
　　地域計画を策定しないことに対するペナルティーはありません。しかし、令和６年度は44の国の補助事業が地域計画と連携する予定となっており、今後さらに増えていくことが考えられます。地域計画を策定しないことでこうした補助事業が活用し難くなることや場合によっては受給できないことが考えられます。

（Ｑ８）
高齢化や人口減少が進む中で、農地だけでなく宅地や林地も含めて地域全体の土地の利用・管理の将来の姿を描くことが重要ではないか。
（Ａ８）
令和５年７月28日に閣議決定された「第６次国土利用計画（全国計画）」及び「第３次国土形成計画（全国計画）」では、「優先的に維持したい農地をはじめとする土地の明確化や管理方法の転換等を図る『国土の管理構想』を推進し、持続可能で自然と共生した国土利用・管理を進めていくことが重要である」として、地域住民の発意と合意形成を基礎とする地域管理構想の取り組みの推進が期待されています。
令和５年４月に施行された改正農業経営基盤強化促進法による「地域計画（目標地図）」は、農業版の地域管理構想図と言うこともできます。地域計画の意義・必要性等を地域に浸透させていく上で、第６次国土利用計画（全国計画）における農山漁村の位置付けや農地の利用・管理の在り方等についての周知も重要です。

（参考）国土利用計画とは
第６次国土利用計画では、国土の管理水準の悪化に加え、地域社会の衰退等が懸念されるなか、国土の適正な利用と管理を通じて、「国土を荒廃させない取り組み」や「安全保障面での対応」を進めるとともに、地方創生の観点から、地域の合意形成に基づき、「地域の持続性確保につながる土地の有効利用や転換を推進」するという視点を新たに追加しています。また、広域的な生態系ネットワークの形成等を通じた自然資本の保全・拡大を進めるとしています。
　その中で、農地については、①耕地利用率や農地集積率の向上による食料安全保障の強化と食料の安定供給に不可欠な優良農地を確保する、②不断の良好な農地管理を通じた国土保全や生物多様性保全等の農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るとともに、環境への負荷低減に配慮した農業生産を推進する、③農業上の利用が行われる区域や保全等を進める区域について、地域の農地の利用・保全等を計画的に進め農地の適切な利用を確保する、④中山間等の条件不利地域における荒廃農地の発生防止など、農地の確保・適正利用の強化を図るとともに荒廃農地発生等の要因となる鳥獣による農作物被害への対策を進める、等の取り組みを掲げています。
また、農地利用の転換等の在り方について、①農地への再エネの導入に当たっては食料安全保障の観点からも国内の農業生産の基盤である優良農地の確保や農村地域の活力の向上に配慮する必要がある、②新たな土地需要がある場合には、既存の低未利用土地の再利用を優先し地域社会の持続可能性を高める地方創生の観点にそぐわない場合は農地や森林等からの転換は抑制する、③住宅と農地が混在する地域においては、両者が調和して良好な居住環境と営農環境の形成を進め、多様な役割を果たす都市農地を保全するなど計画的かつ適切な土地利用を図る、として全体的に抑制の方向を示しています。

（Ｑ９）
　　地域計画に入ると農地転用の手続きに時間がかかるため、所有者から外すように言われている。
（Ａ９）
　　地域計画のエリアの農地は地域計画を変更してから転用を行うこととされています。しかし、毎月のように転用案件が出てくる地域では、その都度地域計画の変更に対応できないことも考えられます。
　　そのため、すでに転用計画が決まっている農地や可能性が高い農地については、地域計画に入れないという対応が考えられます。

２　市町村や関係機関・団体の協議・連携体制
（Ｑ10）
　　市町村の担当部局から協議の申し出がないので取り組めない。
（Ａ10）
　　策定主体である市町村部局から声がけをすべきですが、まだ協議等が行われていない場合は農業委員会から呼びかけて、以下の点を確認しましょう。
　　確認点　①　地域計画策定のスケジュール
②　地域計画の範囲
③　関係機関の役割分担（特に農業委員会の役割）
④　目標地図の素案の在り方
⑤　話し合いの方法　等
　　なお、市町村の担当部局と調整がつかない場合等は、農業委員会が先行して目標地図の素案作成に向けた取り組みを実施しましょう。

（Ｑ11）
　　ＪＡ等の関係機関・団体の参加を求めても反応がない。
（Ａ11）
　　地域計画は、農地利用だけでなく地域農業を全般的に考える取り組みですので、できるだけ多くの関係機関が参加することが大切です。
ＪＡには将来地域で栽培が推奨される作物や販売等の分野でアドバイスがほしいと求める点を明確にして伝えましょう。
　　同様に、土地改良区に対しては基盤整備の状況、農地中間管理機構に対しては、計画策定後の権利移動の方法や機構関連補助事業の活用方法等と求める役割を明確にすると参加してもらいやすくなります。
　　関係者間の協議だけでなく、地域の話し合いに参加を求める場合も同様です。

３　現在の耕作者の把握（現況地図の作成）
（Ｑ12）
　　ヤミ小作となっている農地はどう対応すればよいのか。
（Ａ12）
　　地域計画（目標地図）の作成に当たっては、まずは耕作者の把握が必要です。耕作者を把握したら、次は所有者と耕作者に対して、適切な権利設定をするように働きかけましょう。
　　なお、策定時点で適切な権利設定がなされていない状態であっても、「将来は地域計画の実現に向けて、適切な権利設定をする」ことが確認できていれば、実質的な耕作者を地域計画（目標地図）に位置付けることができます。適切な権利設定がなされるか分からない場合は、「今後検討等」として地図上は白抜きにしておくことも考えられます。

４　意向の把握
（Ｑ13）
　　タブレットの操作に不慣れな委員が多く、タブレットを使って意向把握ができない。
（Ａ13）
　　委員には日常的にタブレットに触れて、操作に慣れてほしいと思いますが、意向把握の方法はタブレットに限りませんので、やりやすい方法で実施してください。
　　なお、農業者の本音を聴き取るためには戸別訪問が有効ですが、郵送によるアンケート調査でも構いません。

（Ｑ14）
　　意向把握調査を郵送で実施したが、回収率が伸び悩んでいる。
（Ａ14）
　　回収率を上げるため次のような工夫が行われています。
　　①　未回答者を農業委員・推進委員が戸別訪問して、調査票の回収や聴き取り調査を実施する
　　②　調査票や送付する封筒に「重要」「必ず返信してください」「回答がなかった場合は訪問して回収します」等と記載する
　　③　複数筆の農地がある場合、地番だけでなく地図を付けて農地の所在地を明示する

（Ｑ15）
　　不在地主などで意向が確認できない場合はどうすべきか。
（Ａ15）
　　できるだけ意向を把握することが求められます。市町村とも協力して、郵送やインターネットなどによる調査や場合によっては電話などで確認しましょう。

（Ｑ16）
　　他地域、他市町村から入作している農業者へはどうすべきか。
（Ａ16）
　　他の農業者と同様に意向を確認することが求められます。アンケートや聴き取りなどの何らかの方法で意向を把握しましょう。
　　また、場合によっては、入作している農業者の所在地の市町村や農地中間管理機構と連携し、個人情報に配慮しながら意向を把握しましょう。

５　目標地図の素案作成
（Ｑ17）
　　農業委員会サポートシステムに最新の情報が入っていないため、同システムでの素案の作成が難しい。
（Ａ17）
　　農業委員会サポートシステムは定期的にデータを更新することが求められますが、目標地図の素案は必ずしも同システムで作成する必要はありません。
　　また、最新化されている地域でのみ活用することもできます。

（Ｑ18）
　　耕作者が多く、素案が作成できない。
（Ａ18）
　　耕作者が多く、利用意向が重複する場合には、現況地図に利用意向を重ねた地図（地図と利用意向は別々に示しても構いません）を素案とすることが考えられます。素案作成までに調整が図れれば、調整した結果が素案となりますが、調整が難しい場合にはこうした地図を素案として、地域の話し合いで調整を進めるという方法が考えられます。
　　なお、話し合いでも調整が付かない場合には、現況地図がそのまま目標地図となることも考えられます。



（Ｑ19）
　　市町村に参考となる地図はあるのか
（Ａ19）
　　近年の圃場整備事業では、事業採択の際に、整備前の耕作状況を示す「経営形態現況図」と、整備後の農地の集積・集約化の計画を示す「経営形態計画図」を作成しています。「経営形態現況図」は「現況地図」、「経営形態計画図」は「目標地図」に相当するものです。取り扱いについては、圃場整備事業を所掌している部署と相談してください。

[image: ][image: ]（経営形態現況図）　　　　　　　　　　　（経営形態計画図）

６　地域の話し合い
（Ｑ20）
　　全集落で話し合いをしなければいけないのか。
（Ａ20）
　　話し合いを効果的なものにするためには、集落や小学校区などの単位で話し合いをすることが望ましいですが、これまでの話し合いの状況や事務局の負担なども考えながら、可能な範囲で実施しましょう。
　　地域計画のエリアと話し合いのエリアは必ずしも同じである必要はありません。地域計画のエリアを細分化して、話し合いのエリアを設定することもできます。
　　また、話し合いを複数回行う場合は、話し合いのテーマごとに参加者を出し手、受け手と分けて実施することや、担い手の耕作するエリアが多岐に渡る場合は、担い手の意向を聴き取った市町村や委員が意向の代弁者として参加することも可能です。



（Ｑ21）
　　地域の農業者に参加をお願いしても人が集まらない。どうすれば人が集まるようになるのか。
（Ａ21）
　　文書やホームページ等で開催を告知するだけでなく、あらかじめ声掛けをしましょう。地域の代表である農業委員と推進委員から声を掛けてもらうことが重要です。
　　話し合いに人を集めるため、次のような工夫が行われています。
　　①　話し合いの前に地区の集まり等で、地域計画の取り組みを説明した上で、協力や話し合いへの参加を依頼する
　　②　農業委員会や委員から案内状を出す
　　③　委員の名義で回覧板に案内を入れる
　　④　区長や農家組合長などの地域の代表者から参加を呼びかけてもらう
　　⑤　世帯主だけでなく配偶者や後継者も連れてきてもらう（託児所等を設けている地域もあります）
　　⑥　非農家の住民にも参加してもらう（農業高校や農業大学校の学生、小中高生に参加してもらっている地域もあります）
　　※若い世代や女性などに参加してもらうことで、多様な議論が期待できます。

（Ｑ22）
　　否定的・悲観的な意見ばかりで、話し合いが盛り上がらない。
（Ａ22）
　　担い手が不足している地域では悲観的な話し合いとなりがちですが、そんなときこそ参加している委員は前向きな意見を促しましょう。否定的・悲観的な意見が出たら、「そうならないためにはどうしたらよいと思いますか」「地域の農業のためには何が必要か考えましょう」などと問いかけて、話し合いを前に進めましょう。
　　主催者側から地域農業の将来像をあらかじめ説明することで、有意義な話し合いに誘導することもできます。
また、担い手がいなく、これまで話し合いをしてこなかった地域では、ワークショップ方式の話し合いにより、率直な意見を引き出すことも検討しましょう。

（Ｑ23）
　　10年後のことを話しましょうと呼びかけても、高齢の農業者は他人事で話し合いに関心をもってもらえない。
（Ａ23）
　　10年後では関心をもってもらえない場合は、３年先・５年先などイメージしやすい近い将来のことや病気や怪我で体が動かなくなった場合のことを想定して話し合いましょう。

（Ｑ24）
　　農地所有者にはどのように参加してもらうべきか　
（Ａ〇24）
　　地域計画（目標地図）を作成するためには、農地所有者の理解と協力が不可欠です。そのため、農地所有者には地域計画の意図や地域農業の目指す将来像等を丁寧に説明することが求められます。
　　農地所有者と耕作者が大きく異なる地域（所有者が耕作していない地域）では、農地所有者だけを集めて説明会を行っている場合もあります。

７　地域計画の策定後
（Ｑ25）
　　地域計画の策定後に求められる取り組みは何か。
（Ａ25）
　　地域計画の策定後、農業委員会は地域計画（目標地図）で予定した耕作者に農地の権利設定がなされるように利用調整に取り組みます。
　　また、地域計画は状況に応じて見直しをしていく計画ですので、年に１回は進捗状況の協議を行いましょう。

（Ｑ26）
　　地域計画の認知度が低いがどうすべきか。
（Ａ26）
　　地域計画は農地利用の計画だけでなく、地域農業の全般に関わる計画であることの周知が必要です。策定した後は、市町村だけでなく、農業委員会やＪＡなどの関係機関からも積極的に周知しましょう。
　　地域計画を農業者以外にも周知するため、首長から住民に完成した地域計画の意図等を説明している市もあります。

（Ｑ27）
　　「今後検討等」として目標地図で白抜きにしている農地はいつまでに調整すべきか。
（Ａ27）
　　いつまでという期限はありませんが、年１回の進捗状況の協議のときなどには白抜きの農地が調整可能か確認しましょう。また、所有者が代替わりした際などには、農業委員会にまず連絡するよう周知するとともに、調整を働きかけることが必要です。
（Ｑ28）
　　地域計画を策定する中で多くの課題が見つかった
（Ａ28）
　　地域計画の策定は、話し合いなどを通じて地域農業の問題点を見つける取り組みでもあります。話し合って地域の中で解決できる問題もあれば、地域だけでは解決できない問題も出て来ます。
　　こうした問題に対して、農業委員会は農業委員会法第38条に基づく「農地等利用最適化推進施策の改善に関する意見」を提出して、市町村等に改善を働きかけることが求められます。
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①地域計画における目標地図エリア設定


❶



Noukai08

地域計画エリア1
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②現状地図（目標地図エリア内　耕作者一覧）
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③現状地図（目標地図エリア内　耕作者の年齢層別及び貸借設定状況）
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④現状地図（今後の経営意向アンケート回答結果）
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⑤目標地図「完成形」の素案
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将来の地域農業を
考える『地域計画号』発進！


地域計画は終わりのない話し合いの旅。市町村内全ての農業者と関係職員を乗せて
走り続ける列車のようなものではないでしょうか・・・。
この列車が地区連絡会議（話し合いの場）です。


※イメージ図です。


将来の地域農業を
考える『地域計画号』発進！


意見交換
しよう！


皆さ～ん
ムリせず楽しく！
いつでも声かけて
くださいねー


地域の皆で
今と将来のことを
話し合いながら
旅を続けるよ


ウチの農地は
君に託すよ お任せを！


目標地図


農業委員・普及センター・農業会議スタッフ市町村職員


確かな地域農業へ！
『地域計画号』
出発進行～～～


地域の皆さんの
思いや具体的な
農地利用の変更など


しっかり確認
しながら
走ります


ゆっくり
走り続けます


A集落の皆と
話し合って見よう
良い考えが出てくる
かも知れないね


集落の皆で
『地域計画号』に
乗り込もう！


B 集落


A集落
令和５年
４月１日


運行スタート！


列車内で繰り広げられる地区連絡会議


C集落
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